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論文内容の要旨

本論文は，オーストラリアと日本の消費者保護制度の実態及び特質を比較し，日本の消費者保護制度の問題点を分

析するものである O

包括的な消費者保護制度への移行は世界の趨勢である。オーストラリアでも，このような消費者保護制度が整備さ

れており，その規制母体となっているのは1974年の取引慣行法 CTrade Practices Act) であるO 一方，包括的な消費

者保護立法が制定されていない日本の消費者保護制度は先進国のなかで遅れているといえるO したがって，オースト

ラリアの取引慣行法の運用を検討することにより 日本の消費者保護制度の基本的な問題点を明らかにした ~)o

本論文においては，オーストラリアの消費者保護制度を検討してから，オーストラリアと日本の消費者保護制度を

比較することにする。その方法としては，先ず取引慣行法による欺蹴的行為，不実表示及び非良心的行為の規制につ

いて検討する O 次に，日本における同様の行為の規制と対比しながら，両方の制度を比較したい。

論文は 3 編に分けられる。各編の構成及び論点は次の通りであるO

第 I 編では，取引慣行法の構造及び目的を概説し，オーストラリアの消費者保護法制度を理解するための基本的知

識を提供する。

第 E編において，その具体的な分析を試みたい。ここでは まず取引慣行法第 5 編に規定する消費者保護規定の

内，欺繭的行為を一般的に禁止している 52条及び特定の不実表示を包括的に禁止している 53条の運用を研究する。次

に，第 4A編に規定する非良心的行為の規制，とりわけ51AB条の規定の運用のあり方を検討することにする。さら

に，取引慣行委員会 CTrade Practices Commission) の活動をみることによって取引慣行法の運用についても考察

を行う。

第E編では，第 H編で取り上げた欺蹴的ないし非良心的行為が日本においてどのように規制されているかを考察し，

日本の消費者保護制度の不充分性を明らかにしたし、。さらに，第W編において，取引慣行法による消費者保護制度と

の比較の視点から，日本の制度の基本的な問題点を究明したし 1。そして，最後にオーストラリアの制度を参考にしな

がら，日本の消費者保護制度への改善策を提案することにするO
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論文審査の結果の要旨

本研究は，オーストラリアの消費者保護制度を，取引慣行法の構造，判例の動向，取引慣行委員会による運用の実

際を含めて詳細に検討する実証的な研究であり，この分野におけるわが国で・最初の本格的かっ画期的な研究である D

オーストラリアの消費者保護制度は，競争法と消費者保護法を一体化し，法典化するという世界的にみても新しい

特色をもっ法制であり，その紹介及びその研究を踏まえた上での，わが国の消費者保護制度に対する大胆かっ建設的

な批判及び制度的提言は，日本の消費者保護法の発展にとって重要な意義を有しているo

以上のような本論文の内容は，わが国の消費者保護法の研究水準を飛躍的に高めるものであり 博士号を授与する

に十分な水準に到達していると評価できるO
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